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梁連文 · 朴紅著

『台湾の農村協働組合』

（筑波書房、 2010年、 219頁）

北海学園大学 北倉 公彦

本書は、 中国文化大 学と北海道大学大学院に勤
務する気鋭の農協研究者による共著であり、 日 本

の腹協に相当する台湾の燐会について、 その展開

過程と現状を整理した上で、 全農会を3つに類型

化し、 類型 ごとの存立基盤と特徴から、 それぞれ

の改革の方向性を明らかにしようとしたものであ

る。

なお、 本書については、 河原昌一郎氏が日本農

業経済学会 『農業経済研究』 第83巻第4号に的確

な栂評を掲載しているが、 こ こ では、 章ごとに概

要を紹介しながら、 別な視点から若干のコメン ト

をし てみたい。

第1章「台湾農会の展開過程」では、 植民地期

(1 900,....,44年）、 経済再編期(45,....,52年）、 役興期

(53,....,54年）、 高度成長期(55,...., 73年）、 安定成長

期(74,....,35年）、 自 由 化 ・ 国際化期(86,....,96年）、

経済不況期(97,....,2002年）の7つに画期 し 、 農会を

め ぐる時代背景と事業運営の特徴を整理 してい
る。

本迂は、 台湾農会を理解する上で極めて重要な

とこ ろであるだけに、 もっと詳細な記述を望みた

いところがある。 その一つは、 1974年の 『農会

法』改正で出資制度が廃止されたことによって、

協同組合的性格が失われたとしたとし、 終章でそ

の復活が農会改革の前提であるとするなら、 廃止

の理由を台湾立法府が農会を「職業団体J と位磁

づけた こと(p72)とするだけでなく 、 より具体的

な説明をすべきではなかったかである。

二つ目は、 1980年代以降の農政の重点が、 84
年の「水稲転作計画」と「農業産舘改善計画」、
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85年の「腹村発展計画」 、 90年の「中核農家の

育成計画」、 95年の「股地利用綜合計画」と変

化 し てきた(P 15 9)としているが、 本章におい
て、 これら各種計画と腹会運営の関係について、

よ り 明示的に記述すぺきではなかったかというこ

とである。

三つ目は、 本書を通じて賛助会員の増加を問題

視していることから、 正会員と賛助会員の資格に

ついて、 【用語解説】 ではなく、 本文で具体的に

説明すべきではないかということである。 また、

正会員の資格要件は、 『股会法』 制定時から変化

はないのか、 日本の准組合員に相当するとい う 賛

助会員制度が設けられた理由 、 役員等の選挙権は

有しないとしているが、 議決権はどうなっている

のか、 賛助会員と正会員の利害対立はないのかな

ど、 知 り たいところである．

第2章「台湾における農会の現段階」では、 農

会の主務官庁が内政部・財政部・農業委員会とい

う 多重行政構造から製業委員会に一元化されたも
のの、 信用事業は依然として財政部が握っている

こと、 農会は設立期から現在まで、 行政の下請機

関としての役割を果たし続けていることを明らか

にしている。

また、 牒会はゾーニング主義をとり 、 その系統

組織は 『農会法』上は4段階とされながら、 実 際

には郷（鎮、 市、 地区）農会、 県（市）農会及び省股

会の3段階で、 全国レベルの農会は設立されてい

ないことが説明されている。

こ こで、 興味があるのは、 2003年の正会員数

1,003千人に対して、 農家戸数は728千戸である

との記述である(p70)。 1戸に複数の正会員がいる

としても、 両者の乖離は大きい。 おそらく、 「離

農農家がそのまま正会員の身分で残っていると推

察できる」(pl34)という 、 第3章における新荘市

の状況が、 台湾全土に広がっているものと思われ

る。

殷家戸数と農協正組合員戸数の乖離は、 日本で

も 1 970年代後 半 から年々 大き く な り 、 最近で

は、 総農家戸数は正会員戸数を4割近くも下回っ

ている。 このよ う に、 正組合員資格をもたない非

農家が多数存在し ているとい う 実態について、 不
思議なことに大きな問題とされていないが、 台湾

ではどう なっているのであ ろ う か。

このほか本章では、 日本の農協にはない総幹事

制の実態と問題点、 腹会の信用事業、 経済事業、

営農指森事業の実態と課題が述べられている。

その中で興味を引くのは、 営燐指苺事業の財源

である。 1974年の 『農会法』 改正によ り 、 農会

事業利益の剰余金の62%を充てることが制度化

され、 その不足分を政府の「専案計画」による補
助金で埋めようとしているよ う であるが、 金融自

由化による競争の激化が、 信用事業を主体とする

事業収益を減少させ、 営牒指導事業費も縮小せ ざ

るを得なくなっているという現状から、 この仕組

みはどう考えられているのであろう か。

そ し て本章の最後に、 台湾全体 の農会につい

て、 総人 口 、 人 口 密 度、 農業人 口 比率、 耕地面

積、 専業非高齢化農家比率、 第2種兼業農家比率

の 6指標により 主成分分析を行い 、 都市型農会、

郷村型農会、 都市近郊型農会の3つに類型区分

し、 類型別に農会の特徴を次のように整理してい

る。

都市型膜会は、 組織が大規模で、 1戸当た り 貯

蓄残高が極めて大きく、 正会員の比率が19%と

低く、 信用事業に特化して地域金融機関的性格を

もち、 経済事業も非股業的事業に力点がおかれて

いる。 郷村型農会は、 農業を基盤と してお り 、 正

会員比率が80%と高く、 営膜指導事業のウエイ

ト が大きいが、 1 戸 当 た り 貯蓄残高が小さく、 経

済的力泣は弱い。 また、 都市近郊型農会は、 大部

分が農村工業化地域や農村都市化地域にあ り 、 兼

業農家率は都市型農会並みに高く、 正会員比率は

62%で、 全体として上記2類型の中間の特徴を有

している。
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第3章は「都市型牒会の地域的金融機関として

の改革方法」、 第4章は「台湾における郷村型農

会の営燐指導事業の展開」、 第5章は「台湾にお

ける都市近郊型農会の事業転換の課題」として、

代表的な股会を事例にとりあげ、 それぞれの農会

の事業展開の現状と課題について分析 している。

終章「台湾における農会の組織・事業改革の展
望」では、 本書の結論として、 これまでの分析か

ら得られた知見をもとに、 台湾農会の改革の方向

性を記述している．

まず、 金融自由化の本格化が、 信用事業に依存

する農会の経営構造を脅かしており、 殷会が信

用・経済・営農指導事業などを総合的に行う農民

組織であるという原点に立ち返って、 事業全般に

わたる改革が台湾農会の喫緊の課題であるとして

いる。

また、 こうした課題が生まれる原因が、 ①出資

金制度が欠落していること、 ②農会系統の上部機

関は経済連合会組織としての性格をも たないため

に、 基屈農会への補完機能が欠如していること、

③信用事業への特化により農会問での連携が不足

していることであるとまとめている。

その上で、 燐会の組織・事業改革の展望とし

て 、 第1に、 出資金制度の復活をあげている。 こ

れは、 改革全体の前提であり、 それによって、 協
同組合組織へと回帰することができ、 行政の下請

機関としての性格から脱却できるとしている。

第 2は、 系統問における事業の補完機能の強化

であり、 広域事業連合会の設立を提案している。

第3は、 農会の信用事業を銀行と市場区分する

ことであり、 その存立基盤を確立する上で、 市場

細分化戦略の必要性を強調 している。 そして第4

に、 政策代行機関から脱却し、 地域マネージメン

トの主体となることであるとしている。

さらに 、 3類型別に方向性を示している。 都市

型股会については、 信用事業を主軸とする総合事

業運営体制を構築し、 激 しい金融競争に生き残る

ため、 賛助会員を主たる対象とした「相談事業」

への転換、 郷村型農会にあっては、 営農指導事業

を主軸とし、 産地形成、 地産地消、 新たな事業の

創出、 都市近郊型農会との地域事業連合会の形成

などが必要であるとしている。 また、 都市近郊型

農会については、 経済事業を主軸とし、 より郷村

型晨会に接近 した事業構造への再転換と同時に、

地場消費向けの多様な販売戦略の採用を提案し て

いる。

そして最後に、 都市型殷会、 郷村型l謀会、 都市

近郊型農会は、 それぞれの主軸事業に重点をおき

ながらも 、 事業問、 膜会問の連携を図っていくこ

とが、 台湾における農会の組織 ・事業改革の基本

であると結論づけている。

この終章についてコメントすれば、 第1は、 出

資金制度を復活させることだけで、 非農業者が大

半を占める農会が、 協同組合組織へ回帰できると

は思えないことである。 世界最大の組合員数を

誇ってきた大陸の供錆合作社が、 出資制度をもち

ながら協同組合的性格を喪失している例 もある。

第2に 、 賛助会員が5割近くを占め 、 その上

に、 正会員資格を欠く者がかなり存在 している実

態から、 農会としての存在意毅をどのように主張

していくのかが明確でないことである。 これは、

日本の股協に も当てはまることであるが、 営牒指

導事業費の財源と絡めて詳述すべきではなかった

か。

第3に、 類型別に農会改革の方向が異なる状況

の下で、 どのように台湾農会全体の統一した制

度 ・政策の下で改革していくかという全体像を示

す必要があるということである。

第4は、 農会合併についてであり、 農会合併が

進まない理由は何か、 政府及び晨会系統が、 合併

問題をどう考えているのかを紹介し て ほ し かっ

た。

台湾農会について十分な情報をもたない評者

が、 無理なコメントをつけたかもしれないが、 本
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書は、 共著者らによる東アジアの農協問題につい

て意欲的に研究を続けている中での一つの力作で

あり、 台湾股会に関する研究が少ないだけに、 是

非 ー読をすすめたい書である。
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